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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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１－１施策の名称

１－２担当

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　上水道の普及状況を表す指標

１―２―５

　水と緑の環境づくり

都市計画課長
野村　芳明

基本施策コード

　上水道普及率

前期（平成１８年度～平成２２年度）
達成率(％)

Ａ

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

　企業団と連絡を密にし、苦情に対し迅速な対応を行った。

　水道の施設の故障等に対し、企業団に直接連絡をしていただき、ト
ラブルの発生を回避した。

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　東海地震に備え、飲料水の供給体制の確立

　水道施設の故障等に対する苦情が市役所に連絡があることがあるが、企業団に迅速に対応してもらうため連絡を密にすると共に、企業団に直接連絡してもらうよう案内をすることでトラブル回避に
努めた。また、災害に備えた飲料水の供給体制の確立が必要と考える。

経済建設部 都市計画課

　生活環境「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

１００．０３（％）

実績値（単位）

　安心して飲める安くておいしい水の提供と災害時にも安定した飲料水の確保

評価票作成者

担当課評価

目標値（単位）

９９．８５（％）

達成率(％)

総合評価

９９．８８（％）

評価の内容

　世界各地で発生する異常気象の発生に伴い、非常時の
「生活水」の確保が急務である。

　水道企業団との連絡体制の強化を図る。

　水道施設の故障等に対する苦情は、連絡先の市役所から企業団に迅速に対応すると共に、企業団に直接連絡してもらうよう案内をすることでトラブル回避に努めた。また、災害に備えた飲料水の供
給体制の確立が必要と考える。
　水道施設の故障等に対する苦情は、連絡先の市役所から企業団に迅速に対応すると共に、企業団に直接連絡してもらうよう案内をすることでトラブル回避に努めた。また、災害に備えた飲料水の供
給体制の確立について働きかけた。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方
　ライフラインで飲料水の確保は重大なことである。

　水道の施設の故障等に関する苦情に対し、企業団と連絡を取り合い
対応した。

施策評価票番号 9

  上下水道料金の使用料金について関心が高い。 　災害に備え、飲料水の供給体制の確立

　安心・安全・安価な飲料水の確保  下水道料金の改定に伴い、水道水の使用料金について関
心が高まりつつある。

                     〃

平成２２年度評価
（前期の成果）

水資源

Ａ

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 ７０（人） Ａ 2 Ａ ７５（人） Ａ 2 Ａ ９３（人） Ａ 2 Ａ

2

3

4 １（件） Ａ 1 Ａ １（件） Ａ 1 Ａ １（件） Ａ 1 Ａ
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7

8

9

10

11
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15

環境課担当業務

環境課担当業務

　平成２４年度　平成２２年度施策を構成する事務事業の評価情報

事務事業名称（評価票番号） 成果指標と最終目標値(単位)

善意の井戸水制度推進事業 善意の井戸水の登録数（１２５箇所）

木曽広域連合との友好促進事業（主要事
業）

交流事業参加者数（１００人）

水道水安定供給事業 企業団に対する苦情（５件）

中水道整備事業 中水道利用情報を求めた者（１０件）

　平成２３年度

環境課担当業務

環境課担当業務

環境課担当業務

環境課担当業務


